
村山荘拠点区分 資金収支計算書
第一号第四様式

(自)平成28年 4月 1日(至)平成29年 3月31日

(単位:円)

備考差異(A)-(B)決算(B)予算(A)勘定科目
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動
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る
収
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諸会費支出

保守料支出

賃借料支出

保険料支出

手数料支出

拠点区分間委託支出

その他の委託費支出

清掃委託費支出

警備委託費支出

業務委託費支出

広報費支出

通信運搬費支出

修繕費支出

車両燃料費支出(事務)

水道光熱費支出

印刷製本費支出

事務消耗品費支出

研修研究費支出

旅費交通費支出

職員被服費支出

福利厚生費支出

事務費支出

雑支出

地域生活訓練費支出

車輌燃料費支出(事業)

賃借料支出

消耗器具備品費支出

水道光熱費支出

本人支給金支出

日用品費支出

教養娯楽費支出

被服費支出

保健衛生費支出

給食費支出

事業費支出

法定福利費支出

退職給付支出

非常勤職員給与支出

職員賞与支出

職員給料支出

人件費支出

事業活動収入計(1)

雑収入

共済会退職金収入

雑収入

利用者等外給食費収入

その他の収入

受取利息配当金収入

その他の事業収入

補助金事業収入

その他の事業収入

利用者負担金収入

事業費収入

事務費収入

措置費収入

生活保護事業収入



村山荘拠点区分 資金収支計算書
第一号第四様式

(自)平成28年 4月 1日(至)平成29年 3月31日

(単位:円)

備考差異(A)-(B)決算(B)予算(A)勘定科目
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当期末支払資金残高(11)+(12)

前期末支払資金残高(12)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

予備費支出(10)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)

拠点区分間繰入金支出

都施設・設備整備積立資産支出

施設・設備整備積立資産支出(措置)

退職給付引当資産支出

積立資産支出

その他の活動収入計(7)

退職給付引当資産取崩収入

積立資産取崩収入

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

施設整備等支出計(5)

ソフトウェア取得支出

器具及び備品取得支出

建物附属設備取得支出

固定資産取得支出

施設整備等収入計(4)

施設整備等補助金収入

施設整備等補助金収入

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事業活動支出計(2)

利用者等外給食費支出

その他の支出

雑支出

雑支出



第二号第四様式

(単位:円)

(自)平成28年 4月 1日(至)平成29年 3月31日

村山荘拠点区分 事業活動計算書

増減(A)-(B)前年度決算(B)当年度決算(A)勘定科目

346,70622,682,03223,028,738

28,8571,656,8401,685,697

28,8571,656,8401,685,697
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人件費
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第二号第四様式

(単位:円)

(自)平成28年 4月 1日(至)平成29年 3月31日

村山荘拠点区分 事業活動計算書

増減(A)-(B)前年度決算(B)当年度決算(A)勘定科目

△1,286,496221,461,145220,174,649

02,460,0002,460,000

△5,312,00033,162,00027,850,000

△5,312,00035,622,00030,310,000

△6,598,496257,083,145250,484,649

△28,413,990249,875,135221,461,145

21,815,4947,208,01029,023,504

△130,510△2,108,169△2,238,679

△543,2005,241,8794,698,679

77,8004,620,8774,698,677

△621,000621,000

022

022

△673,7103,133,7102,460,000

△52,71052,710

△52,71052,710

△621,0003,081,0002,460,000

△621,0003,081,0002,460,000

21,946,0049,316,17931,262,183

△176,205708,723532,518

41,5501,032,6501,074,200

41,5501,032,6501,074,200

41,5501,032,6501,074,200

△134,6551,741,3731,606,718

△110,800974,880864,080

△6,4336,433

△117,233981,313864,080

15,750706,150721,900

△101,4831,687,4631,585,980

△33,17253,91020,738

22,122,2098,607,45630,729,665

△12,175,665396,891,991384,716,326

△72,448△10,025,965△10,098,413
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次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

都施設・設備整備積立金積立額

施設・設備整備積立金積立額(措置)

その他の積立金積立額(16)

その他の積立金取崩額(15)

基本金取崩額(14)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

前期繰越活動増減差額(12)

当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

特別増減差額(10)=(8)-(9)

特別費用計(9)

拠点区分間繰入金費用

国庫補助金等特別積立金積立額

器具及び備品売却損･処分損

固定資産売却損･処分損

特別収益計(8)

車輌運搬具売却益

固定資産売却益

施設整備等補助金収益

施設整備等補助金収益

経常増減差額(7)=(3)+(6)

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

サービス活動外費用計(5)

利用者等外給食費

その他のサービス活動外費用

サービス活動外収益計(4)

雑収益

雑収益(内部）

雑収益

利用者等外給食収益

その他のサービス活動外収益

受取利息配当金収益

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

サービス活動費用計(2)

国庫補助金等特別積立金取崩額



(単位:円)

平成29年 3月31日現在

第三号第四様式

村山荘拠点区分 貸借対照表

増減前年度末当年度末増減前年度末当年度末

負債の部資産の部

△2,399,874流動負債 34,524,754 36,924,6286,741,51781,030,35187,771,868流動資産

△2,159,594事業未払金 6,940,650 9,100,2446,336,83168,517,86574,854,696現金預金

356,432未払費用 4,160,953 3,804,521△1,532,13310,566,8709,034,737事業未収金

△1,122,912預り金 5,326,413 6,449,3251,713,000621,0002,334,000未収補助金

△127,800職員預り金 2,771,738 2,899,53814,80889,592104,400前払金

654,000賞与引当金 15,325,000 14,671,000209,0111,235,0241,444,035前払費用

1,181,340固定負債 37,728,936 36,547,59610,965,040608,126,640619,091,680固定資産

1,181,340退職給付引当金 37,728,936 36,547,596△8,017,311115,923,719107,906,408基本財産

△1,218,534負債の部合計 72,253,690 73,472,224△8,017,311115,923,719107,906,408建物

純資産の部18,982,351492,202,921511,185,272その他の固定資産

△10,098,413国庫補助金等特別積立金 103,794,609 113,893,022△11,617,683166,957,645155,339,962建物

30,310,000その他の積立金 310,640,600 280,330,600△112,028636,344524,316構築物

0人件費積立金 115,500,000 115,500,000△29,400210,701181,301機械及び装置

27,850,000施設・設備整備積立金(措置) 143,095,750 115,245,750△1,192,6086,740,4505,547,842器具及び備品

2,460,000都施設・設備整備積立金 52,044,850 49,584,850442,730687,0851,129,815ソフトウェア

△1,286,496次期繰越活動増減差額 220,174,649 221,461,1451,181,34036,547,59637,728,936退職給付引当資産

21,815,494(うち当期活動増減差額) 29,023,504 7,208,0100115,500,000115,500,000人件費積立資産

27,850,000115,245,750143,095,750施設・設備整備積立資産(措置)

2,460,00049,584,85052,044,850都施設・設備整備積立資産

18,925,091純資産の部合計 634,609,858 615,684,767092,50092,500差入保証金

17,706,557負債及び純資産の部合計 706,863,548 689,156,99117,706,557689,156,991706,863,548資産の部合計



別紙2

１．重要な会計方針
　（１）固定資産の減価償却の方法
　　　　・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、並びに器具及び備品、ソフトウェア…定額法

但し、平成19年3月31日以前に取得したものは、旧定額法
平成19年4月1日以降取得したものは、定額法

　（２）引当金の計上基準
・退職給付引当金…期末在籍職員の退職給付の為、掛け金として支出した累計額を計上している。
・賞与引当金…翌年度当初予算職員夏季賞与支給額に支給対象期間月数と当該年度における期末までの
　　　　　　　　　　経過月数の割合を乗じて算出した金額を計上している。
・徴収不能引当金…債権の貸倒れに備える為、個別に見積った徴収不能見込額と過去の実績率の合計に

　 より計上する。　該当なし

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
　退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び、
東京都社会福祉協議会の退職共済制度によっている。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（１） 村山荘拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

（２）　拠点区分資金収支明細書（別紙3（⑩））は省略している。

（３）　拠点区分事業活動明細書（別紙3（⑪））は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
該当なし

７．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
建物（基本財産） 円
計 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 円 （福祉事業センター拠点分）
計 円

107,906,408
107,906,408

15,600,000
15,600,000

合　計 115,923,719 0 8,017,311 107,906,408
建物 115,923,719 8,017,311 107,906,408

基本財産の種類  前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

計算書類に対する注記（村山荘拠点区分用）



８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

建物

建物
構築物
機械及び装置
器具及び備品
ソフトウェア

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

事業未収金
未収補助金

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

基本財産
504,173,886 396,267,478 107,906,408

小計 504,173,886 396,267,478 107,906,408
その他の固定資産

298,367,894 143,027,932 155,339,962
12,033,795 11,509,479 524,316

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

9,034,737

55,244,803 49,696,961 5,547,842

9,034,737
2,334,000 2,334,000

664,800 483,499 181,301

371,500,776 208,777,540 162,723,236小計

11,368,737

5,189,484 4,059,669 1,129,815

合　計 875,674,662 605,045,018 270,629,644

合　計 11,368,737 0



（注）1.「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。
ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の

  「うち国庫補助金等の額」をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と
一致することが確認できる。

2.「当期増加額」には、減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

― 1 ―

社会福祉法人名社会福祉法人 村山苑

拠点区分 村山荘

基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

（自） 平成28年 4月 1日 （至） 平成29年 3月31日

基本財産（有形固定資産）

215,900,433342,620,142152,967,133234,713,74362,933,300107,906,399005,052,0698,017,3110067,985,369115,923,710建物

74,494,567161,553,74474,494,567161,553,7350900000009建物附属設備

290,395,000504,173,886227,461,700396,267,47862,933,300107,906,408005,052,0698,017,3110067,985,369115,923,719基本財産合計

その他の固定資産（有形固定資産）

23,466,872142,400,9744,743,45532,223,24718,723,417110,177,72700599,1783,516,2960019,322,595113,694,023建物

77,469,248155,966,92055,776,406110,804,68521,692,84245,162,235004,322,9668,752,8430651,45626,015,80853,263,622建物附属設備

012,033,795011,509,4790524,316000112,028000636,344構築物

0664,8000483,4990181,30100029,400000210,701機械及び装置

3,935,04055,244,8033,489,99049,696,961445,0505,547,84202124,2001,888,2060695,600569,2506,740,450器具及び備品

104,871,160366,311,29264,009,851204,717,87140,861,309161,593,421025,046,34414,298,77301,347,05645,907,653174,545,140その他の固定資産（有形固定資産）計

その他の固定資産（無形固定資産）

05,189,48404,059,66901,129,815000712,65401,155,3840687,085ソフトウエア

05,189,48404,059,66901,129,815000712,65401,155,3840687,085その他の固定資産（無形固定資産）計

104,871,160371,500,77664,009,851208,777,54040,861,309162,723,236025,046,34415,011,42702,502,44045,907,653175,232,225その他の固定資産計

395,266,160875,674,662291,471,551605,045,018103,794,609270,629,6440210,098,41323,028,73802,502,440113,893,022291,155,944基本財産及びその他の固定資産計

00000将来入金予定の償還補助金の額

103,794,609270,629,6440210,098,41323,028,73802,502,440113,893,022291,155,944差 引

資産の種類及び名称

期首帳簿価額(Ａ) 当期増加額(Ｂ) 当期減価償却額(Ｃ) 当期減少額(Ｄ)
(Ｅ=Ａ+Ｂ-Ｃ-Ｄ)
期末帳簿価額

減価償却累計額(Ｆ) 期末取得原価(Ｇ=Ｅ+Ｆ)
摘要

（単位：円）

別紙３(⑧)

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

△



別紙3（⑨）

社会福祉法人　村山苑
村山荘

目的使用
3,858,392 284,280

（ 757,762 ） （ 284,280 ）

徴収不能引当金（事業未収金） 0

徴収不能引当金（長期貸付金） 0

賞与引当金 14,671,000 15,325,000 14,671,000 15,325,000

計 51,218,596 19,183,392 17,063,772 284,280 53,053,936

（注）
１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。
２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。
３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職又は拠点間の異動により、
　　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加又は減少が発生した場合は、当期増加額又は
　　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

引当金明細書
(自)平成28年 4月 1日　 (至)平成29年 3月31日

期末残高 摘要
当期減少額

その他
科目 期首残高 当期増加額

36,547,596
退職共済制度
預け金の計上

2,392,772 37,728,936退職給付引当金
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別紙3（⑫）

社会福祉法人　村山苑
村山荘

(単位：円)
区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

人件費積立金(措置) 115,500,000 115,500,000
施設・設備整備積立金(措置) 115,245,750 27,850,000 143,095,750
都施設・設備整備積立金 49,584,850 2,460,000 52,044,850
人件費積立金(保育)
修繕積立金(保育)
備品等購入積立金(保育)
保育所施設・設備整備積立金
移行時特別積立金
工賃変動積立金
設備等整備積立金

計 280,330,600 30,310,000 0 310,640,600

(単位：円)
区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

人件費積立資産(措置) 115,500,000 115,500,000
施設整備等積立資産(措置) 115,245,750 27,850,000 143,095,750
都施設・設備整備積立資産 49,584,850 2,460,000 52,044,850
人件費積立資産(保育)
修繕積立資産(保育)
備品等購入積立資産(保育)
保育所施設・設備整備積立資産
移行時特別積立資産
移行時減価償却特別積立資産
退職給付引当資産 36,547,596 3,858,392 2,677,052 37,728,936
工賃変動積立資産
設備等整備積立資産

計 316,878,196 34,168,392 2,677,052 348,369,536
※　退職給付引当資産は、退職給付引当金に対応して積み立てたものである。

（注）
１．積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。
２．退職給付引当金に対応して退職給付引当資産を積立てる場合及び長期預り金に対応して長期
　　預り金積立資産を積み立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

積立金・積立資産明細書
(自)平成28年 4月 1日　 (至)平成29年 3月31日
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